大阪府地域福祉推進審議会
権利擁護支援体制推進分科会設置要綱（案）
(設置目的)

第１条　成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく成年後見制度の利用の促進に関する基本的な計画（以下「成年後見制度利用促進基本計画」という。）を踏まえ、大阪府内の成年後見制度利用促進における、府内市町村の権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりの推進等を目的として、大阪府地域福祉推進審議会（以下「審議会」という。）に権利擁護支援体制推進分科会（以下「分科会」という。）を設置する。　

(調査審議事項)

第２条　分科会は、次の各号に掲げる事項について調査審議する。
　一　成年後見制度利用促進基本計画に基づき府が定める方針に関すること
　二　その他権利擁護支援に関すること
(構成)
第３条　分科会は、審議会規則第６条第二項の規定により指名された委員及び専門委員で構成する。

(会議)

第４条　分科会の会議は、審議会の会長が指名する分科会長が招集し、分科会長がその議長となる。

２　分科会長に事故があるときは、分科会に属する委員のうちから分科会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

３　分科会長は分科会の会務を掌理し、分科会における審議の状況及び結果を審議会に報告する。

４　分科会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

５　分科会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

６　分科会の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、審議会又は分科会の議決により、審議会の決議としないことができる。

７　緊急に決定する必要がある事項について分科会を招集することができないとき、又はその審議事項の内容により支障がないときは、分科会長の判断により書面又は電子メールによる会議を開催することができる。
(部会)

第５条　分科会に、必要に応じて部会を置くことができる。

２　部会に属する委員及び専門委員は、分科会に属する委員及び専門委員のうちから分科会長が指名する。

３　部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから分科会長が指名する委員がこれに当たる。

４　分科会は、その定めるところにより、部会の決議をもって分科会の決議とすることができる。
５　部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果を分科会に報告する。

６　前四項に定めるもののほか、部会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。

(庶務)

第６条　分科会の庶務は、福祉部地域福祉推進室地域福祉課において行う。

（雑則）

第７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則

この要綱は、令和　　年　　月　　日から施行する。
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